
日　　　時

平成３０年５月１５日 [ 火 ]

１４ ： ３０～１７ ： ５０

サンメッセ香川
２Ｆサンメッセホール

場　　　所

30 年度　入塾式 ・修了発表会

香川県内大学 ・高専連携人材育成システム

平成 30 年度　香川県地域産業人材創出支援事業



 ご 挨 拶

　平成 20年 10 月、香川大学が開設した「21 世紀源内ものづくり塾（以下源内塾）」は、

25 年度から香川県産業成長戦略の産業人材創出支援事業として、香川県との共同事

業として継続的に運用しており、本年で 10 年の節目を迎えます。

　源内塾は、香川におけるものづくり企業の明日を担う人材を育成するため、単に技

術にかかわるだけでなく、マーケティングやビジネスプランの作成等、経営マネジメ

ントも養成する実践的なプログラムにより、「売れるものづくり」を企画・実践でき

る若手リーダーの育成を目指しています。

　また、育成する体制も、「地域で必要な人材は、自前で育成する」を理念に掲げ、

香川大学を中心に、香川県内の大学、高専、自治体とも連携し、香川の産学官の総力

を結集させて育成します。

　育成にあたっては、「座学」、「課題研究」、「技術経営」といった 2年間の育成シス

テムを中心に、「自ら学ぶ場」の提供を通じ、受講者が主体的に取り組むことを基本

にしています。

　具体的には、座学による集合教育での知識の醸成、マンツーマン方式の指導教員と

の面談、ゼミ形式のグループディスカッション、先進技術に触れる機会等、多様な育

成手法を用いることで課題抽出力とそれらを解決するスキルを身につけ、2年間の育

成課程の修了時には「ものづくりマイスター」の称号を授与します。

受講中の 2年間では、同期生同士の業種を越えた交流、修了後には同窓会となる「源

内OB会」での修了生との交流を通じ、地域内での幅広い業種が集う人的ネットワー

クが創出されることも期待します。

源内塾は、このような育成システムと場づくりにより、社会が求める人材を、地域と

共に育成し、香川県の産業の発展に貢献していきたいと考えています。

塾長　　永冨　太一
21世紀源内ものづくり塾
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プ ロ グ ラ ム

株式会社デンソーウェーブ　開発部

知的財産室 室長　

                                野坂　和人

香川大学産学連携・知的財産センター

センター長　　  永冨　太一

香川県商工労働部産業政策課

主幹　　　　　  河井　治信

富士フィルム株式会社　R&D統括本部
イノベーションアーキテクト 
　　　　　　　中村　善貞

（１）主催者挨拶

（２）30 年度生の紹介

（１）28 年度生によるビジネスプラン発表

（２）全体講評

（３）審査結果発表

（４）修了式（祝辞と称号授与）

　休　憩

１．入塾式（ 14:30 ～ 15:00 ）

２．記念講演（ 15:00 ～ 16:00 ）

３．修了発表会・修了式（ 16:10 ～ 17:50 ）

香川大学産学連携・知的財産センター

センター長　　  永冨　太一

▲源内塾　塾長　　　　　　　　　　    　    永冨　太一
 ・香川県商工労働部産業政策課　主幹　　    河井　治信
  ・株式会社デンソーウェーブ　

　開発部　知的財産室 室長　　　　　　   　野坂　和人 
 ・富士フィルム株式会社　R&D統括本部
　イノベーションアーキテクト　　　　　　中村　善貞  
 ・香川大学創造工学部客員教授 ( 元塾長 )　   三原　豊

審査員

（▲審査員長）

ＱＲコードやロボット－価値創造型企業を
目指すデンソーウェーブの戦略
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    １．入 塾 式

　①　i-MADE　　　　   　　　　　　　今出　雄太

　②　七王工業株式会社　　　　　　　杉原　正俊

　③　株式会社西日本ファーマシー　　津川　義弘　　

　④　神島化学工業株式会社　　　　　永井　福人　　

　⑤　株式会社富士クリーン　　　　　原田　あかり

    30 年度の入塾予定者　（  ５ 名 ）

（　30年度生の募集状況について　）

　香川のものづくり企業に勤める従業員又は役員の方を対象として、業種、経験、

業務等を問わず、広く入塾希望者の募集を行いました。

　なお、平成 30 年度生の募集では、新たに食品関連企業の方も対象としています。
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(1) 演 題

(2) 講 師 紹 介

    ２．記 念 講 演

ＱＲコードやロボット－価値創造型企業
を目指すデンソーウェーブの戦略

氏　　名  ●

１９６１年３月　兵庫県　生まれ

野坂　和人（のさか　かずと）氏
出　　身  ●

１９８４年 　：( 株 ) デンソー（日本電装）へ入社

２００４年～：( 株 ) アドヴィックス　　知的財産室　室長

２０１１年～：( 株 ) デンソーウェーブ　知的財産室　室長

経　　歴  ●

マネジメント委員会（専門委員会）

・2006 年：安定経営のための知財リスク管理

・2007 年：経営に資する知的財産評価指標の見える化

・2014 年：｢モノ｣から｢コト｣へ変化する競争源泉における知財マネジメント

の研究

・2015 年：続・｢モノ｣から｢コト｣へ変化する競争源泉における知財マネジメ

ントの研究

＜日本知的財産協会　知財活動＞
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３．修 了 発 表 会・修了式

  発表プログラム    ※発表時間･･･１人 10 分（ 発表 8分　質疑 2分  ）

（　発表趣旨　）

・  この発表は、源内塾の育成プログラムのうち「ＭＯＴ（技術経営）事例研究」の締

　めくくりとして行うものです。

・  源内塾では、「売れるものづくり」の企画・開発ができる人材の育成を目指しており、

　ＭＯＴ教育として、学問的な意義付けを学習するＭＯＴ基礎から個別企業の取り組

　みを調査・分析するＭＯＴ事例研究まで、体系的なプログラムを編成しています。

・  特に、実践面重視の観点から、塾生にはそれぞれが考えた「商品」をテーマとして

　ビジネスプラン作成にチャレンジしてもらいます。本日はその成果を修了予定者に

　発表してもらいます。

・  発表内容は、あくまでも塾生がスキルアップを目指し作成した個人的なプランであ

　り、個別企業の事業活動等とは特に関係ありません。

サカイ商事株式会社

　堺　　聖午和製食用うさぎの製造販売事業  24

26

28

30

                   タイトル　　　　　                                                                      発表者　                 掲載ﾍﾟｰｼﾞ

32

34

七王工業株式会社

　野口　和嵩

アオイ電子株式会社

　土居　昌幹

株式会社レクザム

　高田　智仁

株式会社カワニシ

　川西　弘城

サン建設興業株式会社

　山本　陽介

可視・赤外ハイパースペクトルカメラの
事業化計画

機器診断システムの事業化計画

遠赤外線効果を有する特殊岩盤による足
浴機の商品化計画

太陽光パネル向け防草シート 新規事業化
計画

スペキュラーマイクロスコープの開発と
事業計画

    (1)  　　　　　　　
　　　
　
　(2)  　　　　　　　　  

　(3)  　　　　　　　　      

　(4) 

     (5)　

　(6)　
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7/12 8/12

2017
http://standard-project.net/solar/columns/japanese-pv-cumulative-capacity.html
JPEA 2020 14GW 24GW
http://techon.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20150413/414028/?P=1
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可視・⾚外ハイパースペクトルカメラの
事業化計画

可視・⾚外ハイパースペクトルカメラの
事業化計画

2018年5⽉15⽇

源内ものづくり塾 第９期⽣

アオイ電⼦株式会社 ⼟居 昌幹

2

⽬次

1. 会社概要
2. 事業内容
3. 事業背景
4. ベネフィットと差別化
5. 製品市場
6. ビジネスモデル
7. ロードマップ
8. 売上予測

■ ハイコンポーネンツ青森（株）

□ ハヤマ工業（株）

■ アオイ電子（株） 本社/高松工場

会社名 ：アオイ電⼦株式会社
設⽴ ：1969年2⽉
代表者 ：中⼭ 康治
資本⾦ ：45億4550万円
従業員数：1,791名
事業内容：電⼦部品組⽴、検査受託等

■ 青梅エレクトロニクス（株）

■ アオイ電子（株）東京営業所

■ アオイ電子（株）観音寺工場

1. 会社概要

集積回路部⾨

機能部品部⾨

受動部品部⾨

●IC
●モジュール

●サーマルプリントヘッド
●センサー

●チップネットワーク抵抗器

研究・開発
●可視・⾚外帯域

ハイパースペクトルカメラ

2. 事業内容

4

平成23 (2011)年4⽉、⾹川県、かがわ産業⽀援財団、⾹川⼤学など県内産学官の15機関に
より策定した構想。
本構想は平成33(2021)年3⽉までの10年間プロジェクトで、⾹川県内においての新たな

健康関連産業の創出を⽬指し、健康関連分野での市場ニーズに応じた製品開発と事業化を
⾏うもの。

≪ 県内企業
≫ 製品開発 商品化研究開発

研究開発施設 研究シーズ、技術等
⾹
川
に
お
け
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健
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連
産
業
の
創
出

［予防］
トクホなど

医療機器
の部品、部材

Ｋ－ＭＩＸを活⽤した
画像診断⽀援ｼｽﾃﾑなど

階段昇降が可能な義⾜

福祉
⽤具

無侵襲
⾎糖値ｾﾝｻ

ＩＣＴとの
連携

Ｑ
Ｏ
Ｌ
を
⾼
め
る
⾼
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加
価
値
な
製
品

3. 事業背景
かがわ健康関連製品開発地域
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かがわ健康関連製品開発地域

⼤学

社会・知財
外郭団体

県

ライセンス
許諾・⽀払

研究室

アオイ電⼦㈱

出資

事業化⽀援 研究

研究から
事業化までの
マネジメント等

物質はそれぞれ、どの波⻑の光をどのくら
い吸収するかが異なっている。

分光とは、それを計測し可視化すること
で、ものを壊すことなくそれが何であるか
を特定する⼿法である。

ハイパースペクトルとは、波⻑間隔を⼩さ
くすることでより微妙な色合いの違いを
調べる⼿法である。

それによって、⽢さやおいしさの情報をよ
り正確に識別ことができる。

©岐阜県情報技術研究所

4. ベネフィットと差別化
分光とは／ハイパースペクトルとは

6

28



従来機

重量 ：80 kg

本体寸法：708×756×344mm

2.0kg

従来⼿法 カメラ型分光器
視野範囲
計測⽅法 分割計測 全⾯⼀括
計測時間 20時間 3秒
拡散体 △ ○

フーリエ変換⾚外分光器

164×127×96mm

2mm2
数m2

7

4. ベネフィットと差別化
当社分光器の優位性

弊社分光イメージング装置

8

4. ベネフィットと差別化
ハイパースペクトルイメージングの⽤途例

⼩型化により、
これまでの⼤型機ではできなかった、
屋外や現場での“その場計測”が可能

現在使⽤している市販カメラが
そのまま“分光センサ”に

⽣まれ変わる

物質の判別
成分・濃度分布

ハイパースペクトル
イメージング

糖度・⽔分計測
液体検査

成分・含有量分析
品質管理

⽣育モニタリング
⾷品

農業

材質の膜厚分布
樹脂分別
品質管理

材料分析

⾮侵襲⾎糖値センサー
錠剤成分評価

セルソーティング（細胞分別）
⽣体成分計測

健康モニタリング
医療

偽造紙幣
⽂書鑑定

鑑定

⾊彩評価
⽂化財評価
絵画鑑定

芸術

化粧品・肌分析
物質の判別

溶液濃度計測
基礎研究開発⽤途

品質管理

化学

⾃動⾞の塗装ムラ評価
異物検査

製造ラインの品質管理

産業

⼟壌分析
岩種判別・分布計測
塩害セメント評価

植⽣観察
⼤気ガス計測

環境
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5. 製品市場
ハイパースペクトルイメージングの応⽤展開 6. ビジネスモデル

10

システム
販売

県・⼤学

地域構想
フォーラム

代⾦

ライセンス
許諾

研究開発
⽀援等

分光ユニット
販売

あらゆるカメラを
分光センサ化

システムメーカ

製造⼯場C製造⼯場BA研究所

エンドユーザ

代⾦

アオイ電⼦

分光ユニット
製造

サイズ

価
格

屋外計測⽤
Telops FIRST Hyper-Cam

（482.6×482.6×254mm,31kg）

ラボ備付け
Agilent Technologies
（708×756×344ｍｍ,

80kg）

既存分光器屋外計測や⽇常⽣活空間への導⼊を⽬指して

タイムドメイン⽅式

更なる⼩型化

弊社1D試作機

ワンショット⽅式（1D）
（φ15×40mm, 0.1kg）

ワンショット
分光ユニットの⼀部品

スマホへ搭載可能な
サイズへの⼩型化

弊社2D試作機

タイムドメイン⽅式（2D）
（120×86×55mm, 0.9kg）

7. ロードマップ
製品開発の⽅向性

⾖粒⼤を
⽬指して

ワンショット⽅式

11

Labo to Lifeの実現

⽇常のさまざまな場⾯で
分光計測が常識となる
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8. 売上予測
製品販売の⽅向性と売上⽬標

8台 22台
55台

175台

400台

0

50

100

150

200

250

300

350

400

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

売
上
⽬
標
台
数
(台
)

中⾚外

近⾚外

可視

売上台数

製品販売の方向性 『システムメーカへ分光ユニット販売 と 評価キット販売』
 市場開拓に加え、アプリケーションと分光ユニットの橋渡しとなるシステムメーカ開拓を開始

開拓用に試作システムを
複数台作製

売上目標

開発キット販売

･･･客先ですぐに評価して頂ける準備作り

･･･客先毎の1台目の販売は開発キットで行う

⽬標台数

1年⽬ 2年⽬ 3年⽬ 4年⽬ 5年⽬
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ご清聴ありがとうございました。

36




	ADP567.tmp
	遠赤外線効果を有する特殊岩盤による足浴機の商品化計画
	目次
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12

	空白ページ



